
おおた宣言 

 

 

外国人集住都市会議は、1990 年の改正出入国管理及び難民認定法の施行に伴う

南米日系人の急増を端緒とし、2001 年の設立当初より、地域で顕在化する外国人住

民に係わる諸課題の解決や外国人住民との共生のための様々な取り組みを推進する

とともに、法律や制度に起因する課題については、国等に提言を行ってきた。 

少子高齢化・労働力不足が進む我が国において、在留する外国人は、264 万人を

数え、定住化の進展や、アジア諸国からの外国人住民の増加など、在留外国人を取り

巻く環境は、本会議設立当時とは大きく様変わりしている。 

国においては、2019 年4月から導入する新たな在留制度を踏まえ、「外国人材の受

入れ・共生のための総合的対応策」を取りまとめたところであり、また、日本語教育推進

議員連盟では、日本語教育推進法の制定に向けた法案を国会に提出する動きがある。

これまで特定地域の課題とされた外国人労働者の受入れや共生社会の実現は、今後、

日本全体が課題として議論・共有し取り組んでいく必要がある。 

本会議は、外国人の増加に伴って地域社会において生じる様々な課題が、十分に

考慮されないまま受入れが進行することを危惧する。 

今後、外国人材の受入れがより一層広がっていくなかで、外国人が安心して働ける

環境整備や地域の生活者として捉えた共生施策を、国が責任を持って自治体、関係

機関、受入れ企業等と連携し取り組んでいかなければならない。 

また、人口減少、労働力不足を背景とした有期限的な外国人材の受入れでは、次世

代を担う人材を育成・確保することが困難であるため、中長期的な視点に立った外国

人材の受入れ方針の明示やそのための法制度等の環境整備を強く求めたい。 

加えて、国の示された外国人材の受入れ・共生のための取り組みを確実に実行する

ため、省庁を横断して外国人施策を調整し推進する「外国人庁」の設置を改めて求め

たい。 

私たちは、外国人住民との共生に取り組んできた基礎自治体としての四半世紀にわ

たる経験を生かし、外国人を含むすべての住民が安心して暮らし、お互いを認め合い、

多様性を生かし、誰もが活躍できる多文化共生社会の実現に向けた取り組みを力強く

進めていく。 
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